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所得税法 9条 1壌 16-.1警(現行。以下特記がない場合iま同じ 0)I志、「相続、遺贈又

は個人からの贈与により取得するもの〈穏続税法の綴定!こより相続、遺鱒又は偶人

からの贈与により取得したものとみなされるものをE含む。 )Jについては、所得税を

課さないと綴定している。これは、包括的所得概念の下では、相続毒事!こより資産を

取得した場合、司王楽iま穏続人等の所得として所得税の線税対象となるべきものであ

るが、当該資産には相続税法の規定により相続税等が議されるこなになるので、二

議課税排除の観点から相続税等の課税対象となる緩済的価鐙に対しては、所得税は

諜さないこととしたものと解される。

本年7月の最高裁判決(最学j平成  22 ‘7・6料タ 1324・78)においては、本条項

に関わる鍾要な判断が示された。すなわち、

r<紹続税法 3条 1項 1号に規定する被相続人の死亡により相続人が取得した生命保

検契約の係検金〉には、年金の方法により支払後受けるものも含まれるものと解さ

れるところ、年金の方法!こより支払を受ける場合のよ詑保険金とは、基本債権とし

ての年金受給擦を指し、これは潤法 24条 1境所定の定期金給付契約iこ関する権利に

当たるるのと解される。 j 

fそうすると、年金の方法により支払1!:受けるよ記保検念〈年金受給権〉のうち有

期定期金銭権にさ皆たるものについては、問項 1努の規定により、その残存期間!こ応

じ、その残存期間 iこ受けるべき年金の総額に湾号所定の観念を粂じて計算した金額

が当該年金受給権の綴額として相続税の課税対象となるが、この億額i泳、当該年金

受給擦の取得のと活きにおける草寺鍛(同法 22条〉、すなわち、将来にわたって受け取

るべき年金の金額を被綴続人死亡待の現在価値に引き宣した金額の合計額に相当し、 
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その価額とよ詑残存綴照に受けるべき年金の総額との幾緩は、当該各年金のよ詑渓

在録f獲さをそれぞれ元家とした場合の還湾益の会計綴に穏当ずるものと pして規定Eされ

ているものと終Eされる。したがって、これらの年金の各支給額のうちょ記現在価鐙 

iこ穏当ずる部分{立、総続税の課税対象となる経済約締憾と悶ーのもということがで

き、所得税法 g条 1項 15号〈当待)(こより所得税の課税対象とならないものという

べきである。 J

と判示2されたものである。

このように今閣の判決は、相続税と所得税の課税総係の問題に一石を投ずる内容

となっており、以下、判決の趣旨及びその射程毒事について薬理を行うこととする α� 

2 



L 最高裁でさ争われた線税関係及び判決@離盈

本判決では、年金形式で保険金が支払われる収入保障保険という保険商品にかか

る相続税・所得税の繰税につき、

栂続税法 24条 1演に定められた「定織金jの評僑方法iこ従って、将来の受取

学金の総額iこ一定議議会〈本件では 6溺〉後粂じた錨鎖iこ対して絡続税が課税さ

れているがも当該鏑絡は、将来にわたって受け取るべき年金の現在価値の合計

額に相当する、

他方、各年の年金支給額に対して所得税が課税されているが、当該年金支給

額のうち上記現筏俄健に相当するき草分については、相続税の線税対象となる「経

済約{遜鐘と i湾-Jのらのである、

として、当該部分に対する所得税の課税!eI:所得税法 9条 1項 16番号{こ照らして認めら

れないと判示している。

その際の立論は以下のとおりである。

a:ず、「年金の方法!とより支払を受ける場合の(根続税法 3条 1攻 H警に規定する

被拐続人の死亡により穏続人が取得した生命保険契約の保検会〉とは、基本債権と

しての若手金受給権者皆様じ、これはi弓法 24条 1寝所定の定鶏金給付契約に演する権利 

iこさ話たるものと解されるjと、司君j禾の対象が格続税法 24条 1項所定の定期金給付契

約に関する権利であるこたを示している。

そのよで、「そうす~~ニ、年金の方法により支払を受ける上記保険金(年金受給権)

のうち有期定期金債権にき話たるものについては、(根続税法 24条 1項)1号の規定

により、その残存期総!こJie;じ、その残存期総にき妥げるべき年金の総額!こ湾号所定の

割合を粂じて計算した霊祭綴が当該年金受給権の綴額として穏続税の懇税対象となる

が、この鏑額iま、当該年金受給権の取得のとき?における待価(同記長 22条)、すなわ

ち、将来にわたって受け取るべき年金の金額後被相続人死亡時の現疲価値に引き直

した金額の合計額に(中時)相当するものとして規定されているるのと解される。 j

と相続税法 24条 1項 1喜多!こ係る解釈を行っている。

最後に Fしたがって、;これらの年金の空i3主総額のうちょ記現在綴鐙に穏当する部

分以、穏続税の課税対象となる経済豹綴鍍と!潟…のもということができ、所得税法 

9条 1環 15号〈当雲寺〉によリ所得税の課税対象とならないものというべきである。 j

との結論を導いている。

このように本判決が、相続税法 24条の解釈後納に展関されていることに鑑みれば、

同事IJ淡は、同条によって鍔織がなされる格続賊綾を蓋接の射程としているものと考

えら才'L ~Q したがって、法令の解釈変更により実務上対応すべきものは、湾条によ 
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って評価がなされる相続財産に限定されると考えるのが相当である。

また、本判決では、

将来にわたって相続人が受け取るべき年金の金額の現在価値の合計額と受取

年金総額との差額は、各年の年金の現在価値をそれぞれ元本とした場合の「運

用益」の合計額に相当する、

本件年金は、被相続人の死亡日を支給日とする第一回目の年金であるから、

その支給額と被相続人死亡時の現在価値とが一致するものと解され、本件年金

の額は、すべて所得税の課税対象とならない、

とも判示されている。

このように最高裁判決は「運用益」との概念を導入し、各年の年金の支給額を相

続時の現価に相当する部分とその余の部分とに分ける立論を行っている。この判示

内容に鑑みれば、今般の最高裁判決の解釈としては、「運用益」部分には所得税を課

する趣旨と考えることが相当である。

より具体的には、最高裁判決においては、「将来にわたって受けるべき年金の総額

に相続税法 24条所定の一定割合 (6害1])を乗じて計算した金額 (A)が当該年金受

給権の価額として相続税の課税対象となるが、この価額 (A)は、将来にわたって

受け取るべき年金の金額を被相続人死亡時の現在価値に引き直した金額の合計額 

(8)に相当する」と述べており、 Bそのものが「相続税の課税対象」ではなく、

あくまで「相続税課税対象の Aは、 Bに相当する」と述べている。つまり、将来に

わたって受け取る定期金の総額の割引現在価値(将来収益の束の割引現在価値)そ

のものではなく、あくまで法定の評価方法によって評価がなされた経済的価値 (r相

続税法 24条により評価された経済的価値J)が相続税の課税対象となっていると捉

えた上で、所得税法 9条 1項目号を当てはめ、「運用益」の合計額については、各

年分において課税しでも、所得税法 9条 1項目号で排除七ているところの相続税と

所得税の二重課税とはならないとしているものと解される。

なお、仮にこの「運用益」部分を所得税非課税としてしまうと、所得概念を包括

的に捉えることを立法の指針としている我が国所得税の基本的枠組みとの聞で不整

合が生じることとなる。 

2. r定期金」以外の相続財産について

相続財産の評価にあたっては時価評価によることが原則である(相続税法 22条)。

定期金については特に相続税法 24条により、定期金給付契約に基づ、いて受け取る給 
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付金総額の相続時点における割引現設価値に格当ずる倒額後もって務倒することと

されている。

したがって、相続税法 24条に基づいて評価がな 2される財渡以外については家判決

の直接の射程には含まれないが、この機会にこれらについても、現行の総統税と所

得税の課税の考元方を整理することとしたい。

なお、上述のとおリ我が富所得税については、人の担税ブHを増加 dさせる緩済的;fiJ 

f尋はすべて所得を構成するという f包括的所得概念jがとられているということが

できる。例えば、所得税が課された後の所得から生じる預金利子についてあ利子所

得として所得税を課する税総となっている。また、穏続のような然後取得ではなく、

蒋領を支払って取得した資産〈鍛えば土地や僚券〉がその後に利益〈地代や利子〉

を主主む場合についても、それらについて所得税を課する税務jとなっている。

このような現行税務iとの比較においては、お続税が課された資濃から、その後利

子、書記さきそのf患の還用益が生じる場合iこ、さき該逐湾益i二対して所得税を諜税しない

こととすれば、上記のように所得税が課された後の所得を残念した場合にその利子

から主主じる預金利子iこ主きする課税の伊jなどとの整会性が取れないこととなる。

(1)土地・株式、無体財産権などについて

土地・株式、無体財産権、信託受益潅といった財震から念じる将来収入i誌、滋

該財震を用いた地代契約、株式発行主体の経営の状況、無体財E量権5経路許銭契約

の締結のあり方、信託受託者による信託財産の運用方法などにより、相続紛E議終

価縛点での懇定から変動する性質のもので、あり、 f定期金jのように事前!こ確定し

ているものではない。また、これらの財産については「定期金Jとは奥なり、相

続以降いつでも第三者への譲渡等によりそこから生じる所得の性質・実現時期に

変動が生じ得る。こうした観点を踏まえれば、これらの財産を義にして、相続人 

iこ相続以後発生する将来q又入の、相続時点における確度が「定期金」と肉穏Eまの

ものとは言えない。したがって、相続時点におけるこれらの財産の相続財援評価

と、実際に相続人当人が受け取ることとなる将来収入が f定期金jの家察官?半IJ禾

されたのと同様な意味において「経済的価値において肉…jであると考えること

ができるかどうかは一概に言えないと考えられる。

また、これらの財産のうち、土地、株式や著作権などについては、「元本Jの価

値が時間の経過とともに減価せず、地代・配当、印税収入iこ対する所得税[;;1:r滋
用益J部分に対してのみ課されていることになる。これに対して波{価償却資緩み

なっている家屋や特許権などについては、 f元本」の価値が時間の経過とともに減 
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織していくが、� f滋用主主」としての家賃収入、特許権収入に対する所得課税iこ当た

っては減価償却費相当額が必要経費として控除されていることから、土地や株式

と同様、「元本J部分がrj遂照議」として議税されることが妨止されている。なお、

例えば自己の開発した特許権に係る減価償却幾相当額については、場合によって

は儀少となることらあり得るが、潔念的には上詑準装理のとおりと考えられる。

以上安踏まえれば、相続影産となったこれらの財控室に対して時価に泰づき相続

税を課税しつつ、将来当銭財産から生じる収入等に対して所得税を課税サること

が本判決の趣憶に照らして問題があるとは震えないと考えられる。� 

(2)その他の財産� 

① 土地、株式毒事の値上がり益

土地、株式書事後稲続した場合、穏続税はその均価(被害E続人の取得費十穏続

雲寺までの増額分)について課税される。被穏続人の取得要警は所得税法� 60条{こ基

づき相続人に引き継がれることとされており、相続以後に栢続人がき当該土地等

a'譲渡した場合には、取得費からの鐙上がり遺産に対して譲渡所得税が課される。

この値上がり益には、資産の随所司著者(被穏続人〉の所有期間にかかる値上が

り議部分も含まれているが、所得税法� 60条� 1項l立、これに対して所得税を課す

ことを予定していると賞える。

土地、株式場の値上がり議!こ隠しては、シャウプ勧告を受けた昭和� 25年度税

制改正により、総続等による資援の無償移転があった場合には、相続人iこ対'9

る綴続税課税とは発1]1こ、被相続人段階の資産所得に対する課税の無制限繰延べ

を妨止する銭点からみなし譲渡所得察税者託行うこととミされた。 しかしながら、

キヤヲシュツ悶…がない中で相続税と所得税の負担が生じることは穏続人iこ様

であることから、昭和� 27年度税雪崩j改正においてみなし譲渡課税を廃止し、現夜

の取得価額引継ぎ方式に改められたものであって、こうした沿革を踏まえると、

現行税紛は土地、株式事撃の相続時までの簿価分が相続税、所得税の双方の課税

ベースiこ含まれることを前提に、その課税方法について納税寝食短iこ配慮した

調獲が~られているものと考えら才t'.)， 

② 定期積金の利子、配当期待機

満期毒告の定期預金を穏続した場合、穏続税(;t， (定期預金元本十既経過利子一

蹴経過利子に係る源泉所得税)に課税される。一方、定期預金の利子への課税

は満期践にまとめて相続人から源泉徴収される。こうした現行税制!こ対しては、� 
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既経過利子分についてニ塗課税が生じているのではないかとの議論がある。

また、富eE議護憲準 8，ニ株主総会の霞 iこ穏続が発生する滋会については、株式の

配当期待機の鱗綴(=課税雲寺滋後iこ受けると見込Eまれるそ予懇配当の金額一当該

金額iこ係る源泉所得税務相当額)に棺続税が議される…方、配当支払包に実際 

iこ受け取る露è~話については源泉所得課税がなされており、定期預金の利子と伺

様の議論がある。

定期預金の既経過利子分については、上述のとおり、これに係る源泉所得税

額を控徐した残額後課税ベースに含めて相続税を隷サとともに、当該源泉所得

税については、相続以降発生する利子にかかる源泉所得税とともに定期預金の

満期日にまとめて相続人から源泉徴収されている。 通還後会めたこうした取扱

いは、被相続人段階で課税されていない部分について会緩約な課税を確保する

措置であって、しかも視線税の評{惑にあたって源泉所得税務委E除くことによっ

て穏続袴点で利子を受け取って所得税を支払った残額後泌総した場合と同様の

取扱いとなることから、必ずしも所得税法ヨ条 1壌 16喜多に抵触するものとは言

えない。配送鶏待機に対する課税についても定期預金の既経過利子に対する課

税と同様と考えられる。

ただし、相続税・所得税の課税関係において上記①!と述べた土地、株式等の

値上がり益と定期預金の既経過利子等とは本質的に変わるところがないにもか

かわらず、被相続人にさ危じている未実現の利得について爽貌段階で松続人に課

税されることについて、首在者iこは所得税法 60条 i項という務父親定がおかれ、

後者には明文の規定がないことで、今後、上記と同様な議論がさ主じ得ることを

考慮すれば、この様、現行の取扱いについて、確認約えま書室持者で立法的手当てを

講じておくことが獲Eましいものと考える。

〈以上)  
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